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再生可能エネルギーの活用
今世紀に⼊り、太陽光、⾵⼒、⽔⼒、地熱、バイオなどの枯渇す
る恐れのない⾃然エネルギー利活⽤の技術は⼤きく進歩してきま
した。また、分散型電⼒網を構築する技術も発展しています。そ
れによって、地球環境が保全され、安⼼、安全な⽣活が確保され
る⾒通しが得られてきました。先進諸国のエネルギー政策は、こ
の⽅向に転換を図っています。私たちの国は？



太陽光
⾵⼒
中⼩⽔⼒
地熱
バイオマス（発電）
バイオマス（熱利⽤）
太陽熱
⼤気中の熱
地中熱
雪氷熱
温度差エネルギー
⼤型⽔⼒
波⼒
潮流
海洋温度差

再⽣可能エネルギーとは

・再⽣可能エネルギー（Renewable 
Energy）とは、⽯油や⽯炭、天然ガス
といった有限な資源である化⽯エネル
ギーとは違い、太陽光や⾵⼒、地熱と
いった地球資源の⼀部など⾃然界に常に
存在するエネルギーのことです。その⼤
きな特徴は、「枯渇しない」「どこにで
も存在する」「CO2を排出しない（増加
させない）」の3点。
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倫理委員会のレポートの内容

• 原子力発電所の安全性は高くても、事故は不可能ではない
• 事件になった場合はほかのどんなエネルギー源よりも危険
である

• 次の世代に廃棄物処理などを残すのは倫理的問題がある
• 原子力より安全なエネルギー源がある
• 地球温暖化問題もあるので化石燃料を使うことは解決策で
はない

• 再生可能エネルギー普及とエネルギー効率性政策で原子
力を段階的にゼロにしていくことは将来の経済のためにも大
きなチャンスになる



ドイツの原子炉停止計画

2011  7 + 1 Shut down after Fukushima (approx. 40% of German nuclear 
capacity)
2015 Grafenrheinfeld (7-8%)
2017 Grundremmingen B 
2019 Philippsburg 2  
2021 Grohnde, Grundremmingen C,
• Brokdorf
2022 Isar 2, Emsland, 
Neckarwestheim 2



German Energy Transition
• Phase out of nuclear 原⼦⼒の段階的廃⽌
• Phase in Renewables再⽣可能エネルギーの段階的導⼊
• Phase out Coal⽯炭を段階的に廃⽌する

• Goals: Low-carbon, affordable energy, sustainable jobs, 
sustainable production and consumption
• ⽬標：低炭素、⼿頃なエネルギー、持続可能な雇⽤、持続可能

な⽣産と消費



倫理的な次元、安全次元に焦点を当てる
核廃棄物の問題：
• 倫理的な問題
• 正義問題
• 世代間の問題
• 安全性の問題
• コミュニケーションの問題



日本のエネルギー政策
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1章 日本のエネルギー事情と原子力政策
エネルギーと豊かな暮らし

日本のエネルギー選択

日本のエネルギー政策 ～各電源の位置付けと特徴～

日本のエネルギー政策 ～2030年、2050年に向けた方
針～

エネルギーミックス ～エネルギーの安定供給～

エネルギーミックス ～エネルギー安全保障の課題～

エネルギーミックス ～経済性と環境保全～

原子力を取り巻くさまざまな課題

高レベル放射性廃棄物の適切な処分

地層処分の実現に向けて（「文献調査」の位置付け）

国際的な原子力平和利用と核の拡散防止への貢献

〈参考〉世界の原子力発電の状況

2章 原子力開発と発電への利用
原子力開発の歴史

日本の原子力施設の状況

原子力発電のしくみ

原子炉の種類

原子力発電所の構成

原子力発電の特徴

原子力発電所の廃止措置と解体廃棄物

核燃料サイクル

再処理と使用済燃料の中間貯蔵

高レベル放射性廃棄物

低レベル放射性廃棄物

3章 放射線と放射線防護
放射線と放射能の性質

放射能・放射線の単位と測定

さまざまな被ばくと健康影響

内部被ばくについて

放射線被ばくによるリスクの低減に向けて

身のまわりの放射線

原子力施設での放射線や放射性物質の管理

4章 原子力施設の規制と安全性向上対策
新しい規制体制と規制基準

新規制基準を踏まえた原子力発電所の安全確保

原子力発電所の地震の揺れや津波・浸水への対策

自然現象や重大事故への対策

原子力施設のさらなる安全性向上に向けた対策

自主的・継続的な安全性向上への取り組み

5章 原子力防災
原子力防災体制と原子力災害対策指針

原子力災害対策重点区域と緊急事態の区分

被ばくを避けるためにとる行動（防護措置）

初期対応段階での防護措置

原子力災害時の体制と住民の行動

6章 福島第一原子力発電所の廃止措置に向けた取り組
み
福島第一原子力発電所事故の概要

廃止措置を進めるための取り組み

周辺住民や飲食物への影響

7章 地域振興と原子力損害の賠償
原子力施設と法律

原子力損害の賠償

2030年度の電源構成は、LNG火力27%程度、石炭火力26%程度、再生可能エネルギ
ー22～24%程度、 原子力20～22%程度、石油火力3%程度を目指しています。

国は、2015年7月に総合資源エネルギー調査会基本政策分科会長期エネルギー需給見通し小

委員会で、日本の将来のエネルギー需給の見通しを示しました。電力の需給については、次の

ような目標を基本方針としています。

【徹底した省エネルギー（節電）の推進】

徹底した省エネルギー（節電）を行い、経済成長があっても2030年度時点の電力需要を

2013年度とほぼ同レベルまで抑えます。

【再生可能エネルギーの最大限の導入】

地熱発電や水力発電、バイオマス発電は、自然条件によらず、安定的な運用が可能です。その

ため、環境や立地条件などの制約はありますが、可能な限り導入していくとしています。

また、太陽光発電や風力発電は、自然条件によって発電出力が大きく変動するため、発電出力

を調整しやすい火力発電との組み合わせが必要となります。火力発電の燃料費の負担とのバラ

ンスを踏まえつつ、最大限導入していくとし、また、高い発電コストを現状よりも引き下げる

ことを目標としています。

また、太陽光発電や風力発電は、自然条件によって発電出力が大きく変動するため、発電出力

を調整しやすい火力発電との組み合わせが必要となります。火力発電の燃料費の負担とのバラ

ンスを踏まえつつ、最大限導入していくとし、また、高い発電コストを現状よりも引き下げる

ことを目標としています。

【火力発電の効率化と原子力発電の依存度を低減】

石炭火力発電やLNG火力発電は、高効率化を進めつつ、環境への負担を減らすことも考慮し

ながら活用していきます。また、石油火力発電は、緊急時のバックアップとしての利用も踏ま

え、必要最小限の量を確保していきます。

原子力発電については、安全性の確保を大前提として、原子力規制委員会により新規制基準へ

の適合性が確認された原子炉については再稼働を進めるとともに、徹底した省エネルギー、再

生可能エネルギーの最大限の拡大、火力発電の高効率化などにより、可能な限り依存度を下げ

ていくこととしています。

このような取り組みの結果、2030年度の電源構成は、LNG火力発電は27%程度、石炭火力

発電は26%程度、再生可能エネルギーは22～24%程度、原子力発電は20～22%程度、石油

火力発電は3%程度と見込んでいます。

■2030年度の一次エネルギー供給と電源構成

出典：資源エネルギー庁資料より作成

■エネルギーミックスの進捗

出典：資源エネルギー庁資料などより作成

【一次エネルギー自給率】

国産、準国産のエネルギー源である再生可能エネルギーや原子力を活用することによって、

2018年度は11.8%となっている一次エネルギー自給率を東日本大震災前（約20％）を上回

る24%程度に改善します※1。

※1：長期エネルギー需給見通し（2015年7月）

【電力コスト（燃料費+FIT買取費）】

再生可能エネルギーの拡大や原子力発電の再稼働、火力の高効率化などにともなう燃料費の削

減などによって、電力コストを引き下げることを目指しています。

電力コストは2010年度の5兆円から、震災後の2013年度は9.7兆円に増加しましたが、

2017年度は7.4兆円まで下がり、2018年度は8.5兆円に増加しました。燃料価格の変動や再

生可能エネルギー 固定価格買取制度（FIT制度） の買取費の増加により、電力コストは不安

定に推移しています。

【地球温暖化への対応】

発電の過程で二酸化炭素（CO ）を排出しない再生可能エネルギーや原子力の活用と、石炭火

力の効率化、LNG火力の活用などによって、2030年度のエネルギー起源のCO 排出量は

9.27億トンと、2013年度の総排出量より25%減となります※2。その他の温室効果ガス排出

削減量や吸収源対策などと合計すると、2013年度比で26%減となり、これは欧米と比べても

遜色のない水準です。

2013年度の12.4億トンから2018年度には10.6億トンまで減少しています。

※2：地球温暖化対策計画（2016年5月）

【原子力発電の割合】

2030年度に向けた電力の需給見通しで示された原子力の割合（20～22%程度）を達成する

ためには、設備利用率を70～90%と想定した場合、約3,000～3,500万kWの原子力発電設

備容量が必要となります。

2020年10月時点で運転可能な原子力発電所の設備容量は、約3,300万kWですが、営業運転

を再開したものは9基で、約900万kWにとどまっています。

また、福島第一原子力発電所の事故を受けて2012年に「 運転期間延長認可制度 」が導入さ

れ、原子炉を運転することができる期間が40年と定められました。その満了までに原子力規

制委員会の認可を受けた場合、1回に限り最大20年延長の申請を行うことも認められました。

仮に、すべての既設炉が運転延長した場合、約3,300万kWの設備容量が維持されることとな

りますが、2020年10月時点で運転期間延長の認可を受けた原子力発電所以外のすべての既設

炉が運転期間を延長せず、40年で閉鎖した場合、2030年度の原子力発電の設備容量は約

2,400万kWとなり、2030年度に向けた電力の需給見通しで示された原子力の割合を達成す

ることができません。

専門情報：
※1：資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し（2015年7月）」
※2：環境省「地球温暖化対策計画（2016年5月）」

■既設炉設備容量の推移見通し（2020年10月）

出典：日本エネルギー経済研究所

まず、福島第一原子力発電所の事故をエネルギー政策の原点に置くという姿勢は、第4次エネ

ルギー基本計画と変わらず、一層の安全性向上に努めることとしています。そのうえで、より

高度な「S+3E」をエネルギー選択の評価軸とし、2030年、2050年に向けた方針を示して

います。

2030年については、実現重視の直線的取り組みとして、徹底した省エネの推進に加え、再生

可能エネルギーの最大限の導入（22～24％）、火力発電の高効率化（56％）、安全優先での

原子力発電の再稼働（20～22％）など、エネルギーミックスの確実な実現を目指します。

2050年に向けては、日本が掲げている「2050年までに温室効果ガス排出量を80%削減す

る」という高い目標の達成に向けて、「エネルギー転換」を図り、「脱炭素化」への挑戦を進

めていきます。2050年という未来は、技術革新が起こることによる大きな変化の可能性が期

待される一方で、不確実性もともないます。こうした状況の下では、個別の数値目標を設定し

たり、単一のシナリオに決め打ちしたりする方法では、刻々と変化する状況に対応できなくな

る恐れがあります。

そこで、「第5次エネルギー基本計画」では、2050年の目標数値は示さず、野心的なビジョ

ンを実現すべく、多様な選択肢による複線シナリオを機動的に進めることを方針として掲げて

います。また、最新情報と技術の動向に基づいた科学的なレビューを行うことで、重点をおく

べきポイントを決定していくことも掲げました。

■2050年度に向けて～各エネルギーに関する主な方向性

● 再生可能エネルギー

経済的に自立し「脱炭素化」した主力電源を目指す。

● 原子力発電

現状、実用段階にある「脱炭素化」の選択肢であるが、社会的信頼の回復がまず不可欠。人

材・技術・産業基盤の強化にただちに着手し、安全性・経済性・機動性に優れた原子炉の追

求、バックエンド問題の解決に向けた技術開発を進めていく。

● 石油・石炭・天然ガスなどの化石燃料

エネルギー転換の過渡期においては、主力エネルギー源として必要であるため、資源外交を強

化する。一方、よりクリーンなガス利用にシフトし、石炭火力発電の高効率化・次世代化を推

進するとともに、非効率な石炭火力は、新設を制限することを含め、フェードアウトさせる。

● その他

各分野の技術革新を行うことで省エネを進める。脱炭素化に挑戦するため、水素や蓄電池など

の技術開発も進める。また、「分散型エネルギーシステム」の構築と、それによる地域開発を

推進する。

2020年10月26日に、菅首相が所信表明演説にて、「2050年までに、温室効果ガスの排出

をゼロとする」と脱炭素社会の実現目標を宣言したことから、今後の2050年に向けたエネル

ギー政策の見直しが進められます。

冊子版「日本のエネルギー政策 ～2030年、2050年に向けた方針～」（PDF）はこちら
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原子力損害の賠償

2030年度の電源構成は、LNG火力27%程度、石炭火力26%程度、再生可能エネルギ
ー22～24%程度、 原子力20～22%程度、石油火力3%程度を目指しています。

国は、2015年7月に総合資源エネルギー調査会基本政策分科会長期エネルギー需給見通し小

委員会で、日本の将来のエネルギー需給の見通しを示しました。電力の需給については、次の

ような目標を基本方針としています。

【徹底した省エネルギー（節電）の推進】

徹底した省エネルギー（節電）を行い、経済成長があっても2030年度時点の電力需要を

2013年度とほぼ同レベルまで抑えます。

【再生可能エネルギーの最大限の導入】

地熱発電や水力発電、バイオマス発電は、自然条件によらず、安定的な運用が可能です。その

ため、環境や立地条件などの制約はありますが、可能な限り導入していくとしています。

また、太陽光発電や風力発電は、自然条件によって発電出力が大きく変動するため、発電出力

を調整しやすい火力発電との組み合わせが必要となります。火力発電の燃料費の負担とのバラ

ンスを踏まえつつ、最大限導入していくとし、また、高い発電コストを現状よりも引き下げる

ことを目標としています。

また、太陽光発電や風力発電は、自然条件によって発電出力が大きく変動するため、発電出力

を調整しやすい火力発電との組み合わせが必要となります。火力発電の燃料費の負担とのバラ

ンスを踏まえつつ、最大限導入していくとし、また、高い発電コストを現状よりも引き下げる

ことを目標としています。

【火力発電の効率化と原子力発電の依存度を低減】

石炭火力発電やLNG火力発電は、高効率化を進めつつ、環境への負担を減らすことも考慮し

ながら活用していきます。また、石油火力発電は、緊急時のバックアップとしての利用も踏ま

え、必要最小限の量を確保していきます。

原子力発電については、安全性の確保を大前提として、原子力規制委員会により新規制基準へ

の適合性が確認された原子炉については再稼働を進めるとともに、徹底した省エネルギー、再

生可能エネルギーの最大限の拡大、火力発電の高効率化などにより、可能な限り依存度を下げ

ていくこととしています。

このような取り組みの結果、2030年度の電源構成は、LNG火力発電は27%程度、石炭火力

発電は26%程度、再生可能エネルギーは22～24%程度、原子力発電は20～22%程度、石油

火力発電は3%程度と見込んでいます。

■2030年度の一次エネルギー供給と電源構成

出典：資源エネルギー庁資料より作成

■エネルギーミックスの進捗

出典：資源エネルギー庁資料などより作成

【一次エネルギー自給率】

国産、準国産のエネルギー源である再生可能エネルギーや原子力を活用することによって、

2018年度は11.8%となっている一次エネルギー自給率を東日本大震災前（約20％）を上回

る24%程度に改善します※1。

※1：長期エネルギー需給見通し（2015年7月）

【電力コスト（燃料費+FIT買取費）】

再生可能エネルギーの拡大や原子力発電の再稼働、火力の高効率化などにともなう燃料費の削

減などによって、電力コストを引き下げることを目指しています。

電力コストは2010年度の5兆円から、震災後の2013年度は9.7兆円に増加しましたが、

2017年度は7.4兆円まで下がり、2018年度は8.5兆円に増加しました。燃料価格の変動や再

生可能エネルギー 固定価格買取制度（FIT制度） の買取費の増加により、電力コストは不安

定に推移しています。

【地球温暖化への対応】

発電の過程で二酸化炭素（CO ）を排出しない再生可能エネルギーや原子力の活用と、石炭火

力の効率化、LNG火力の活用などによって、2030年度のエネルギー起源のCO 排出量は

9.27億トンと、2013年度の総排出量より25%減となります※2。その他の温室効果ガス排出

削減量や吸収源対策などと合計すると、2013年度比で26%減となり、これは欧米と比べても

遜色のない水準です。

2013年度の12.4億トンから2018年度には10.6億トンまで減少しています。

※2：地球温暖化対策計画（2016年5月）

【原子力発電の割合】

2030年度に向けた電力の需給見通しで示された原子力の割合（20～22%程度）を達成する

ためには、設備利用率を70～90%と想定した場合、約3,000～3,500万kWの原子力発電設

備容量が必要となります。

2020年10月時点で運転可能な原子力発電所の設備容量は、約3,300万kWですが、営業運転

を再開したものは9基で、約900万kWにとどまっています。

また、福島第一原子力発電所の事故を受けて2012年に「 運転期間延長認可制度 」が導入さ

れ、原子炉を運転することができる期間が40年と定められました。その満了までに原子力規

制委員会の認可を受けた場合、1回に限り最大20年延長の申請を行うことも認められました。

仮に、すべての既設炉が運転延長した場合、約3,300万kWの設備容量が維持されることとな

りますが、2020年10月時点で運転期間延長の認可を受けた原子力発電所以外のすべての既設

炉が運転期間を延長せず、40年で閉鎖した場合、2030年度の原子力発電の設備容量は約

2,400万kWとなり、2030年度に向けた電力の需給見通しで示された原子力の割合を達成す

ることができません。

専門情報：
※1：資源エネルギー庁「長期エネルギー需給見通し（2015年7月）」
※2：環境省「地球温暖化対策計画（2016年5月）」

■既設炉設備容量の推移見通し（2020年10月）

出典：日本エネルギー経済研究所

まず、福島第一原子力発電所の事故をエネルギー政策の原点に置くという姿勢は、第4次エネ

ルギー基本計画と変わらず、一層の安全性向上に努めることとしています。そのうえで、より

高度な「S+3E」をエネルギー選択の評価軸とし、2030年、2050年に向けた方針を示して

います。

2030年については、実現重視の直線的取り組みとして、徹底した省エネの推進に加え、再生

可能エネルギーの最大限の導入（22～24％）、火力発電の高効率化（56％）、安全優先での

原子力発電の再稼働（20～22％）など、エネルギーミックスの確実な実現を目指します。

2050年に向けては、日本が掲げている「2050年までに温室効果ガス排出量を80%削減す

る」という高い目標の達成に向けて、「エネルギー転換」を図り、「脱炭素化」への挑戦を進

めていきます。2050年という未来は、技術革新が起こることによる大きな変化の可能性が期

待される一方で、不確実性もともないます。こうした状況の下では、個別の数値目標を設定し

たり、単一のシナリオに決め打ちしたりする方法では、刻々と変化する状況に対応できなくな

る恐れがあります。

そこで、「第5次エネルギー基本計画」では、2050年の目標数値は示さず、野心的なビジョ

ンを実現すべく、多様な選択肢による複線シナリオを機動的に進めることを方針として掲げて

います。また、最新情報と技術の動向に基づいた科学的なレビューを行うことで、重点をおく

べきポイントを決定していくことも掲げました。

■2050年度に向けて～各エネルギーに関する主な方向性

● 再生可能エネルギー

経済的に自立し「脱炭素化」した主力電源を目指す。

● 原子力発電

現状、実用段階にある「脱炭素化」の選択肢であるが、社会的信頼の回復がまず不可欠。人

材・技術・産業基盤の強化にただちに着手し、安全性・経済性・機動性に優れた原子炉の追

求、バックエンド問題の解決に向けた技術開発を進めていく。

● 石油・石炭・天然ガスなどの化石燃料

エネルギー転換の過渡期においては、主力エネルギー源として必要であるため、資源外交を強

化する。一方、よりクリーンなガス利用にシフトし、石炭火力発電の高効率化・次世代化を推

進するとともに、非効率な石炭火力は、新設を制限することを含め、フェードアウトさせる。

● その他

各分野の技術革新を行うことで省エネを進める。脱炭素化に挑戦するため、水素や蓄電池など

の技術開発も進める。また、「分散型エネルギーシステム」の構築と、それによる地域開発を

推進する。

2020年10月26日に、菅首相が所信表明演説にて、「2050年までに、温室効果ガスの排出

をゼロとする」と脱炭素社会の実現目標を宣言したことから、今後の2050年に向けたエネル

ギー政策の見直しが進められます。

冊子版「日本のエネルギー政策 ～2030年、2050年に向けた方針～」（PDF）はこちら
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フォーラム３ ： 再生可能エネルギーの活用
① 私たちは再生可能エネルギーのみに頼ることができるか

② 地球環境の改善（特に気候温暖化防止）についてどう思
うか

③ 今後のエネルギー政策への期待は


